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 新春にあたり，2007 年における初等中等教育の課

題を展望してみよう。 

 

 まず，昨年に引き続き，いじめへの対応が課題と

なる。この件については，各学校が「いじめは絶対
に許さない」という強い方針のもとに，全力を挙げ
て地道に取り組むよりない。 

 “いじめ”を別とすれば，本年の課題は，なんと
いっても学習指導要領の改訂であろう。昨年２月 13
日，中央教育審議会・教育課程部会から審議経過報

告が公表されたが，同報告に示された改善の方向は，
理念的・抽象的にとどまり，具体的な内容は必ずし
も明らかではなかった。 

 その後の審議で具体的な改善点が煮詰まってきて
いるようだが，教育基本法改正法案の国会審議や教
育再生会議の論議のゆくえを見守る必要からか，中

教審答申の公表が遅れている。しかし，１月中には
「論点整理」をまとめるというから，これが公表さ
れれば，指導要領改訂の方向性はかなり明らかにな

るであろう。 
 幸いにも，前国会で懸案の教育基本法改正法案が
成立した。で，新しい教育基本法に基づく，学校教

育法の改正法案が次期国会に提出される予定である。
学校教育法の改正と指導要領の改訂はリンクしてい
るから，新指導要領の告示は，学校教育法の改正法

案の成立後（６月頃か）となろう。 
 新指導要領が告示されれば，引き続いて，新教科
書の編集，新教科書の検定，新教科書の採択という

手順を踏むこととなる。このスケジュールが順調に
進めば，新指導要領の実施は，平成 23 年度からと
なる。ただ，従来の方式を踏襲すれば，平成 20 年

度から新指導要領への移行措置に入ることとなるか
ら，そうなれば，今年度はその準備が課題となる。 
 このほか，今年４月から実施されることが決まっ

ている課題として，全国学力調査と特別支援教育が

ある。全国学力調査は，調査日の円滑な実施ととも
に，実施後の結果発表とその結果のフォローアップ
が課題となる。また，特別支援教育については，昨

年６月，学校教育法が改正され，盲・聾・養護学校
の特別支援学校への転換とともに，小・中・高校に
おける特別支援教育の推進が要請されている。学校

によっては，これも重い課題となるのではないか。 
 

 次に，初等中等教育の課題として，気になるのは，

教育再生会議の動向である。教育再生会議は，この
１月にも第１次報告を公表する予定で審議を進めて
いる。昨年末，教育再生会議に提出された骨子案を

みると，「教育再生のための当面の取組」として，
概略，次のような内容を取り上げている。 
〔学力向上について〕 教育内容の充実，授業時数

の増加，全国学力調査の活用等 
〔いじめについて〕 規律ある教室の確保，規範意
識の涵養等 

〔教員について〕 多様な分野からの教員採用，頑
張っている教員の支援，不適格教員の排除，免許
更新制の導入等 

〔学校と教育委員会について〕 開かれた学校運営，
学校および教育委員会の責任体制の確立等 
 ここに挙げられている内容は，免許更新制を別に

すれば（再生会議は指導力不足教員の排除をめざし
ている），文科省の改革路線と基本的に相違はない。
したがって，第１次報告に関する限り，文科省と教

育再生会議が対立することはないように思う。 
 ただし，第１次報告後に，９月入学制の実施，教
育委員会必置制の見直し，教育バウチャー制の導入
などを本格的に取り上げるようなことがあれば，厳
しい状況が生ずるおそれもある。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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